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ク レジッ トカウンセ リング事業 似 下、カゥンセ リング事業)は 、米国では、金銭的な問
題 を抱える消費者への支援サービスとして成.立している。2004年一に160万超の家計が個.人破
産による救済 申請を行い、クレジットカウンセリング機関(以 下、機関)に ア ドバイスを求
める消費者は6(X〕万近 くに上るEil。機関では、対面セッションや電話カウンセ リングを通 し
て家計診断や債務返済計画を作成 して返済 を進め、債務者が破産者 となって受ける社会的汚




生 じ、成熟 し確立 した事業 とはまだ盲い難 く、先行研究 も数が少ない。
日本では自己破産者数が2004年の約24万2千 件をピークに、2006年には約16万6千 件
まで減少 しているが、多重債務者は200万人(2;を超えると言われ る。このような状況にも関
わ らず、日本のクレジットカウンセリングは米国のように事業 として発展 していない。貸金
業法改正に伴 うグレーゾーンの撤廃.Via;で、消費者金融各社は金利 を引下げて優良顧客を狙う
戦略に移行 したため、金利引下げ前は借入 可能だった消費者が、借入不能で多重債務に陥る
可能性が指摘 され、多重債務者救済措置のセーフティネッ ト〔J;のひ とつ としてクレジットカ
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ウ ンセ リングが求 め られて いるが、実情 は米uと はほ ど遠い。
これまでエージェセシー関係(p裸点からクヒジッ トカウンセリング事業 を分析 した研究は
ほとんどない。本稿では、直接的ではないがエージェンシー理論 を利用 して米国のカウンセ
.リング事業を.分析 した:先行研究を、債権者とカウンセ リング機関 とのエージェンシー関係だ




2.ク レジ ッ トカウンセ リング事業 をめ ぐるエージ ェンシー関係
2.1エ ー ジ ェン シ ー理 論
ここではJensenandMeckling(1976)による実 証的工 一ジ ェンシー理論 を用 い、 カ ウ ン
セ リング事業 を分析 す る。 この理論 では、すべ ての人間関係が プ リンシパ.ル(依頼 人)と エ
ー ジェン ト(代 理人)の 契約 関係 「エー ジェンシー関係1と して 分析 され る。 この 関係にお
いて依 頼人で あるプ リンシパル と代理 人で あるエ ージ ェン トの経済 的動機 や効 用最大 化への
利害 が常 に 致 す る とは限 らず 、企 業 は、それ ぞれ異 なった利 害 を もつ 多 くの ステー クホル
ダーか ら構成 され るエー ジェ ンシー契約 の束(ネ クサ.ス)とされ、.株主 をプ リンシパ ル、経
営者 をエー ジェン トとす るエ ー ジェンシー関係、経営者 をプ リンシパ ル、従業 員 をエ ージ ェ
ン トとす るエージェ ンシー関係 な どが、契約 の束 とみ な され る。
エ ージェ ンシー関係 にあ る両者 は情 報収集 、処 理、伝達能 力に限.界が あるため両 者の情報
は非対称 的であ り、利 害 が一一致せず、情 報 の非対 称性が存在 す る状況 におい て、 エ ージェ ン
トが プ リンシパ ルの意図 どお りに行動 す.るとは阪 らない。 このため情報優 位 にあ るエ ージェ
ン トが、情報の非対称 性 を利 用 して 自己利 害 を機.会主義的 に追及 す る可 能性 があ り、 ここで
起 こる非効率 な問題 がモ ラルハ ザ ー ドで ある。 また情 報格.差によ り契約前 に プ リンパ ルの不
備 につ けこむ非効 率な行動が逆 選択で あ り.、これ らは非効率 な資源利 用行 動か らエ ー ジェン
シー問題 と呼ばれ る。 この よ うなエ ージ ェンシー問題の発生 を防 ぎ.、エ ー ジェ ン トの行 動 に
よって、財の非効率 な利 用 と配分 か ら生 じるエ ージ ェンシ.一コス トの発生 を防 ぐため、 プ リ
ンシパ.ルの利害 か らエ ー ジェ ン トが逸脱 しな いよ う適切 な.インセ ンテ ィブや制度 を展 開 し、
コス トをかけてエー ジェン トをモニ タ リングす る制度の必要性 が生 じる。
2.2エ ージ ェン シ ー関係







害 が.一・致 しないことか らくる双方の効用の低下とした。 この.問題が生 じた原因は、債権者、
機関双方が持つ情報の非対称性にあるとし、情報の非対称性 を減少させるため、カウンセ リ




金 を募る活動 と、(2)債務者からカウンセ リングによって債権者の資金を回収する活動、 こ
の2つ に分化できる。図1に あるように、これまでは債権者がプリンシパルで、債務者がエ
ージョン トである関係(第5の 関係)に おいて、借入返済 を主とする研究 しか行われてこな
かった。しか し実際 債務者や債権者を取 り巻 く関係では、垂直方向のみの取引だけではなく、
複雑なサイクル型のエージェンシー関係が存在することがわかる。すなわち債権者である消
費者金融会社、クレジットカー ド会社、銀行などがプリンシパルであり、機関がエージェン
トである関係(第1の 関係〉と、債務者がプ リンシパルで、機関がエージェン トとなる関係(第
2の関係〉である。通常、債権者は債務者から直接、返済を受けるが、債務者からの1)MP(見}
による返済では、そこに機関が介在 して自力での返済を助け、 自己破産を選択せず、債権者
は損失 を減少 させることができるため、第2の 関係における結果が第1の 関係における効用
の最大化に影響を及ぼすことになる。













機関 の関係性 の大 きな特徴 と して、機関 を プ リン シパ ル と しカウ ンセ ラー をエ ージェ ン ト
とす る関係(第3の 関係)、債 務者 をプ リンシパ ル とし、 カウ ンセラー をエー ジェ ン トとす





ってモラルハザー ドが生 じやすい。債務者個人には、担当す るカウンセラーの資質、スキル









3.米国のク レジッ トカウンセ リング事業 をめ ぐる
エージェンシー関係の分析
3.1米 国 の ク レジ ッ トカ ウ ンセ リ ング事 業 の 現 状
統 計的 には、米 国 では過去5年 間、年平 均150万人 の債 務者 が個 人破産 を し、過 去io年
間では米国の全世帯 の10%以 上 が破 産 して いる(v。この ため機 関 は債務者 が抱 えている問題
をpGp6Xし、債務不履 行に よる損失 を減 らす とい う経済 的な役割 を持つ。 クレジッ トカウ ンセ
リング活 動 は、195ユ年 に債 権者 が設 立 した非営利 ネ ッ トワ ークで ある全米消 費者信用 協会
(NationalFederafionofConsumerCounseling:以.FN.FCC)と、その下部組織 であるCCCS
(ConsumerCreditCounselingService)が中心 とな り、全国 に約1500ヵ所 の窓口(5;がある。
ここで提 供 され る商nnZ#,..・般 消 費者 も.含んだ消 費者教 育、問題 を抱 えた債 務者へ の金銭管
理.カウンセリング、債務整理など生活設計に関すζ業務と、CCCS独自の債務返済計画(Debt
ManagementPlan:以下DMP)と 呼 ばれ る計画案 の策 定 を通 じた返済 管理で あ る。機 関 は
内国歳入法(IRA)に よる非営利 の機(7.と 営利 機関 があ り、業 界では会員資格 の 「ベス ト・
プラクテ ィス」 を定 め免許制度 とし、 カウ ンセ ラーは一...一定の訓練 を受 けて 認定 され、.対面 か
電話で の個 別 セ ッシ ョンで家 計 カウ ンセ リング を行 い、必要 に応 じDMPを 作成 す る。2005
年10月 に施 行 され た新破 産法 によ り、破産 の 中 し立て6か 月前 にカ ウンセ リング を受 ける
ことが義務付 け られ、新 たなニーズ とな って い る。
機 関の主 な財源 は、債 務者の相談 料、手数料 等が全体 の3割 、残 りを 「フェアシェア」 で
賄 う(8)。「フ ェアシ ェア」 は債権 者が返 済額 の うち一 定割合 を機 関 に寄付 す る もの だが、 こ
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の割nも 当初15%か ら現在 は7%に まで減少(0、この ため債 務者の相談 料、手数料 を引 き上
げ財源確 保 を行 ってい る。現在 、 カウ ンセ リング料は平均約 ユ3ドル 、DMP作 成 にかか る費
用 は ユ4ドル、参加 手数料23ド ル、DMP管 理料 が月々平均10ド ル程 度 〔Dにな って いる。








90年代後半の延滞 ・破産の急増によりDMPの 需要が増大 し、新 しい機関が次々と設立 さ
れ、これら機関は1か 所の コールセンターから電話を活用した全国サービスと効果的な広報
活動を行い、相談者の割合 を最大化 し提供するサービスを最小化してコス トを削減 し、収入
となるDMPの みに集中す るビジネスモデルを展開した。新興機関のサービスやカウンセラ




これら情報の非対称性 を減少 させる解決案として、業界は業界団体の会員資格として 「ベ
ス ト・プラクティ.ス」を定め、カウンセラーの訓練及び認証制度を創設 した。.これにより 「カ
ウンセ リング」.の基準は統..一・化 され、モニタリング可能な基準が設定 され、標準化が行なわ
れた。「ベス ト・プラクテ ィス」 は機関に免許を与 えて拘束姓を持たせ、質.の向..Lと均質化
を図り、プ リンシパルの意図からエージェン トを逸脱 させない制度となった。.債権者 も個 々
の機関をコス トをかけてチェック、監査 してベス ト・プラク:ティスに満たない機関へのフェ
アシェアの支払いを保留、成果ベー.スのフェアシェアルールを採用 したり、助成金ベースア
プローチに移行 している企業 もある。ベス ト・ブラクテ ィスは情報の非対称牲を減 らし、機




ン ドにより情報の非対称性 を減少 させることがで.きたといえる。 しかし新興機関の参入によ






で は手数料 を高 く取 る可能性が高 い鴬利企業 を禁.Jl=する制度の準備 を進めて いる。現在
NFCCがそのブランドを再び確立 させ、業界によるベス ト・プラクティスが作られたことで、
債務者 が情報の非対称性により機関を選択できtdいという状況は減少 している。
4.日本の ク レジ ッ トカウンセ リング事業をめぐる
エージ ェンシー関係の分析


























有 され、債務者 も債権.者も情報を利用することで情報の非対称性を減少 させている。 日本 は
業界ごとに信用情報機関が異なり、すべての情報共有は不可能である。 このような業界事情
のため、機 関も業界ごとに設立 されているとも言 えるが、業界による設立機関は関与やモニ
タリングが容易であるため、両者の問の情報は対称性が存在する。 また社会的事業という業
界のイメージのアップか ら、業界が負担するコス トに対 しモラルハザー ドが生 じているとは
言 えない。「カウンセリング」における統一基準や、機関に対する明確な基準がなく、営利、
非営利、公的機関が混在 し、提供 しているサービ.スも品質 も様々、人材 もばらつ きがある。
どの機関が適切であるかの情報はエージェン トのみが持ち、債権者であるプリンシ.パルが正
確 に把握するは困難なため、自ら設立に関.与しモニタリングできる機関以外 に資金 を提供 、
または寄付することは難 しい。 しかし機関の性質上、債権者か らの寄付及び資金提供がなけ
れば、事業 を安定 し拡大していくことは難 しい。
第2の 関係でも同様のことが言える。債務者には、カウンセ リング事業が幅広 く認知 され
ておらず、機関のサービス内容や種類、提供方法などの情報が正確 に伝わっていないため、
どこが自分にとって最適な機関であるか判断できる情報 と基準がなく、情報の非対称性が大
きい。第4の 関係では、債務者は機関の存在 を認識しても、カウンセ ラーのスキルの程度、
資格が自分の相談に適切かどうかがわからず、対応するカウンセラーへの不安が生 じる。 日
本の非営利 の機関にみられる互助的意味合いの組織では、スキルより多重債務や自己破産の
経験者 をカウンセラーとして雇用する機関 もあり、早期に問題解決 をしたい債務者 と、相談
にの りたいカウンセラーとの利害が一致 しない可能性 も高い。 これは同時に第3の 関係にも
生 じ、 カウンセラーとしてのスキルや資質はエージェン トでなければわか らず、資格 もない
ためシグナルが明確でなく、情報の非対称性が米国に比べ も大きい。





日本のカウンセリング事業を米国と比較す ると、情報の非対称性 を引き起 こしているもの
は、 ① 業界団体がひ とつにまとまっていない、 ② 機関の認.可・認定制度やカウンセラーの









基準ができ評価機関がで きれば、個別機関に対 し.債権者による独 自調査の手間とモニタリ
ングのコス トから機関へ資金 を提供、寄付へのインセンティブが低 くなつていたものを減少





評価機関においては、 目本独自の基準を採用する必要がある.[本 式の無担保 による消費
者金融は米国にはな く、米国の多重債務者はクレジッ トカー ド利用率が高 く、日本とは多重
債務の質が異なる。また米国ではクレジッ ト・ビューローによるスコアリングが一般的であ
り、債務者のクレジ ット利用行動の変化や改善を、債務者と債権者だけでなく、機関 もスコ
ア リングを通 して客観的に把握することができる』多重債務者が自身の.スコア リング確認を






第2の 関係では、債務者に対 しカウンセ リング事業 を広く告知することが重要である。債
務者が適切な機関を選択 できるよう、告知す る内容は明確 にすべ きで ある。 同時に第3、
第4の エージェンシ.一関係における情報の非対称性を減少するため、 ② の機関の認可、カ
ウンセラーの資格化は、両者の逆選択を緩和し、効用を最大化 させ ることにつ ながる,,機関
も.金銭管理に関する知識の低いカウンセラ・一の雇用によるコ.スト負#u_;が避けられ、......・定 レベ
ルのカウンセラー雇用により機関としての質の安定、評判 と成果の向.r.につながる。
5..エー ジ ェン シー関係 に対 す る消 費行 動の観点 か らの分析
本節では、.これまでのエージェンシー理論に基づ く分析に加えて、完全合理性の仮定を緩
めて、限定合理性の立場に立った分析を試みる。この限定合理性に基づ き多重債務者の行動
を分析すると、先行研究 ω〕で も.、多重債務者の意思決定上の歪みがクレジ ット行動 に影響
を及ぼ していることが示 されている。機 関の潜在顧客である、これらの特徴 を持つ多重債務
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者が、なぜ機 関やカウンセリングを利用 しないのかをその消費行動か ら検討 し、またなぜ情
報の非対称性 を減少 させることがこうした問題の解決につながるかを検討する。
第2の 関係で多重債務者は、返済に行き詰 まり機関を利用 したいが柑談 しても役に立たな
い、す ぐに解決に至 らないなど2度 手間や無駄になる噂能性のある時間的、心理的コ.ストや
返済以外 に支払う相談料などのコス トに対 して、損を大 きく感 じやすい損.失回避的(]5)な性
向を有 している。 また、多璽債務者にとり機関へのアクセスは、自らの これまでの多重債務
行動 を正当化できなくなる行為であることから、認知的不協和(is;に陥 りやすい。そのため




TVなどの徹底的なCM放 送が成功 した背景には、代表性(17)と利用可能性〔ldlが作用 して
い ると考えられ、多重債務者はその傾向が強..、と考えられる。 もしそうならば、それを逆に
利用 して機関やカウンセ リングを幅広 く認知させることで、その利用 を促すことにつなげら








様、現状維持バ イアス⑳ が強 く、多重債務の状態が続けられるなら続 けたい というa:も
強いことから、この意識を打ち消 して機関へ向かわせるための心理的コス トは大きく、自ら
の心理的コストに.見合うだけの機関、カウンセラーかという判断に情報に非対称性が存在す
れば機 関ヘアクセスする可能性 を押制 して しまう。以上から、機関の認可や認定制度、カウ
ンセラーの資格化が最重要課題であることがわかる。







に関する情報の非対称性 を減少 させることで、債権者 と機関 と消費者の利益をより密接に一
致 させる価格設定スキームを可能にすることが示された(Staten,2006)。
しかしこれまでの研究では、債権者をプリンシパル、カウンセ リング機 関をエージェント
とする第1の エージェンシー関係にのみ焦点があて られていた。本稿では、他の4つ のエー
ジェンシー関係に目を向け、カウンセリング事業を中心 とするサイクル型のエージェンシー
関係を示 したことで、複雑に絡み合うエージェンシニ関係 を前提に、包括的な取 り組みを行
う必要があることを明 らかにした。また、カウンセ リング事業の問題点が情報の非対称性か
ら生 じるとい う米国の先行研究を踏まえた..ヒで、日米のおかれている状況 の違いからくる情
報の非対称性 を生み出す要因およびそれを減少 させるための解決策の日米の相違 を検討 し
た。 さらに、これまでの研究ではほとんど触れられていなかった損失回避性向、代表性、利
用可能性、認知的不協和、現状維持バイアスなどの心理的要因が、情報の非対称性 と多重債




る方向へ向か うことがで き、機関は財政的基盤 と質の確保が可能であることが示唆 された。






(2)国民 生 活 セ ンタ ー(zoos>「多.甫債務 問題 の現 状 と対応 に 関 す る調 査 研 究 く概 要 〉」 を参 照
(3)グレー ゾー ン金 利 は、 出 資法 で定 め られ て い る利 息 の 」.二限29.2%と、 利息 制 限 法 で 定 め られ て い る利 息
20%の間 の利 息 で あ り、 改正 貸 金 業法 の 施行 に よ り撤廃 され る。
(4)内閣 府 、 多重 債 務 者 対 策本 部http:〃www.kactei.go.lp/lp/sing瓦/saimu/index.htmlを参 照
(5)DMPはNFCC傘 下 のCCCS独 自の 債 務返 済 計 画(Deb[ManagementPlan)の略称
(6>CCCSのHPhttp,:〃www.cccs.co.uk/about/abouWs.aspxを参 照
⑦ 内国 歳 入庁 の規 定 で 、 非 営利 法 人 は 非 課税 資 格 を 申請 で き る。 この 数 に よ り新 規 の機 関の 参 入 数 を知 る
こ とが で きる。
(8)1992年のNFCC.会員機 関 の収 入 をみ る と、76%が債 権 者か ら の フ ェ ア シ ェ ア に よ る もの で あ るが、1(1
年後 に は58,3%に減 少 してい る。
⑨ 消 費 者 教育 、 金 銭 管 理 カ ウ ンセ リン グ(家 計 管 理)、債 務 管 理(債 務 整理 〉、 負 債 管 理 計画 の す べ て をお
こな うサ ー ビ スの こと
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クレジットカウンセ リング事業の現状 と課題
〔10)内国歳 入Ji'、連 邦 取 引 委 員.会は2003年10n規 制 当局 と共 同 で、 消 費 者 に 注意 を促 す 共 同 の プ レ.スリ
リー.スを発表 、 よい機 関 の選 択 につ い て の助 言 を提 供 して い る。
(11)グレー ゾ ー ンに よ る出 資 法で 取 引 して い る場 合 、 この 問 の利 息 を支払 って い る可 能性 が 高 く、
利 息 制 限 法 に 引 き直 した 計 算 を した結 果 、 す で に元 本 以上 に支 払 い を しす ぎて い る金 額 を 「過 払 い 」 と
して返 還 請 求 す る こ と。取 引 か ら10年 さかの ぼ っ て請 求 で き る。
(iz;財団 法人 日本 ク レジ ッ トカ ウ ンセ リング.協会 のHPhttp;〃㎜}cca-f.orjp/を参 照
(13;ファイ ナ ンシ ャル カ ウ ンセ リン グ研 究 会(2007)「最終 報 告書 」 資 料 よ り引用FCF
(14;行動経 済 学 の 分野 にお け る自 己破 産 や 借 入行 動 に 関す る先 行研 究 が 中 心 で あ り、Kowalewski(1982)の
標 準 的2期 間 モ デル と将 来 所 得 の 不確 実 性 に関 す る研 究 、PrelecandLoewenstein(issa)の心理 的 勘
定 に 関す る研 究 、Iaibson(1997)の双 曲 的割 引 モ デル の研 究 、Carmereetal(2003),M董ere,S.,andC,
Sprengcr(2007)の現 状 維 持バ イ アス の研 究 な どに詳 しい 。
(15)損失 回避 性 は 利 得 よ り も同 じ規 模 の損 失 を、価 値 ベ ース で は よ り大 き く深 刻 に感 じ る こ とをい う。 多iii
洋 介(2003)「行 動経 済 学 入 門J日 本 経 済 新聞 出 版 社 に詳 しい。
(16)認知 的不 協 和 は 一度 認 めて し まっ た こ と は、 な か な か撤 回 しに く く、言 動 を で き るだ け一 致 させ よ うと
す る時 に起 こる 心的 葛 藤 をい う。
(17)代表性(representativeness)は、 ブ ラ ン ドな ど に代 表 され る典型 的 イ メー ジ を 、同 様 の もの に対 す る判
断材 料 と しや す い こ と をい う。 多 田洋 介(2003>「行動 経 済学 入 門 」 日本 経 済新 聞出 版 社 に詳 しい。
(IH)利用 可能性(availability;は、 容 易 に思 い浮 か べ やす い事 象 ぽ ど 発生 率 が 高 く な りや す い傾 向 を もつ こ
と を言 う。 多田 洋介(2003;「行動 経 済 学 入門 」 日本経 済 新 聞 出版 社 に詳 しい。,
(19)主観 的 割 引率 は 時 間選 好率 と もい い、 将 来 価値 ま た は効 用 を現 在 価 値 また は 効 用 に引 き戻 す 場 合 、消 費
者 が そ れ ぞ れ 暗 黙 の うち に想 定 す る割 引 率 で あ る.多 田洋 介(2003)「行 動 経 済 学 入門 」 日本 経 済 新 聞
出版atに詳 しい 。
(zo;現状 維 持 バ イア スは 、 意思 決 定 を行 う際 、 で きる だ け後 悔 せ ず にす む 保守 的 な 選択 を選 ぶ 可能 性 の 表 れ
で あ り、 今 まで と同 じ行 動 を維 持 して後 悔 す るよ り、 それ を やめ て 違 う行 動 を とって 後悔 す る ほ うが 心
理 的 負 担 が強 い た め、 現 状 を維持 した ま まに して お こ うとす る傾 向 の こ と をい う。 、?
?
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【参 照 ウ ェ ブ サ イ ト】
財 闇 法 人H本 ク レ ジ ッ トカ ウ ン セ リ ン グ.協会 のHPhrtp://www.jcca-f.or.jp/
全 国 信 用 情 報 セ ン タ ー 連 合 会http://www.lcbJJPi/data/index,html
内 閣 府 、 多 重 債 務 者 対 策 本 部hτtp:〃www.kantei.go.jp/jp/singi/saimu/index.htrnl
CCCSのHPhttp://www.cccs.co.uk/about/aboutus.aspx
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